
 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚木市無電柱化推進計画 

【概要版】 
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１．計画の目的と位置付け（本編 P.2～P.3）                  

（１）計画策定の背景 

本市ではこれまで、本厚木駅周辺を中心に「歩行者の安心・安全の確保」、「景観や災害に強

いまちづくり」を目的に無電柱化に取り組んできました。近年、大規模な地震や台風など著し

い被害を及ぼす災害が頻発し、電柱の倒壊によるライフラインへの被害が発生しただけでな

く、倒壊した電柱が避難や救急活動の妨げとなったことを受け、防災の観点からの無電柱化が

求められています。 

このようなことから、防災・減災、国土強靭化の取組への加速化対策、安全かつ円滑な交通の

確保、良好な景観の形成等を図るため、令和 4年度から令和 14年度までの 11箇年にわたる厚木

市無電柱化推進計画を策定するものです。 

 

（２）計画の位置付け 

本計画は、無電柱化法第８条第２項に規定されている市町村が定める「無電柱化推進計画」に

位置付けるものであり、「厚木市都市計画マスタープラン」で定める都市交通や防災の方針と整

合を図るとともに、「あつぎの道づくり計画」で基本方針に定める「安心・安全な道路空間の形

成」に向けた取組の具現化を図るものです。 

【関連計画との関係図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）計画期間 

本計画の目標年次は、あつぎの道づくり計画の対象期間と合わせ「令和 14 年度」とします。 

なお、本計画を確実に推進するため、事業の進捗管理を実施するとともに、国及び神奈川県の

動向や新技術の開発状況を踏まえ、適宜見直しを行います。 

【厚木市無電柱化推進計画の計画期間】 
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２．無電柱化の基本方針（本編 P.7～P.10）                   

（１）無電柱化の必要性 

① 道路の防災機能の向上 

災害時において、電柱倒壊による道路閉塞を防ぐことを主た

る目的とし、緊急輸送道路や避難所等へのアクセス道路等の防

災に寄与する道路の無電柱化を推進します。また、電線類への

被災を軽減し、電気や電話などのライフラインを供給します。 

② 安全・快適な歩行空間の創出 

歩道や路肩等の歩行者空間から電柱を撤去し、高齢者や障が

い者、子どもたちなど、誰もが安全で快適に移動でき、良好な

景観の保全・形成に配慮した、安全・快適な歩行空間の創出を

目的に無電柱化を推進します。 

 

（２）無電柱化の推進に関する基本方針 

「国や神奈川県の無電柱化に対する考え方」及び「本市における無電柱化の必要性」を踏ま

え、以下の基本方針に基づき、必要性の高い区間から無電柱化を推進します。 

【無電柱化の推進における基本方針】 

 

  

上：災害時の救護活動を妨げる電柱 

下：通行を妨げる電柱 

（出典：国土交通省HP） 

■ 国・神奈川県の無電柱化に対する考え方 

≪防災≫ 

緊急輸送道路や避難所

へのアクセス道路におけ

る被害の拡大防止を図る

ために必要な道路の無電

柱化を推進 

≪安全≫ 

歩行者や車椅子使用者

など、誰もが安全で移動

しやすい歩行空間の確保

が求められる道路におい

て無電柱化を推進 

≪景観≫ 

■ 厚木市の無電柱化の推進における基本方針 

安心・安全・快適なまちづくりを目指し、無電柱化を推進 

 
【方針１】 

防災空間の確保 

災害時における被害の拡

大防止を図るために必要な

道路の無電柱化を推進 

【方針２】 
安全・快適な空間の確保 

駅周辺や人が集まる拠点などを中心に、居心地が良く歩

きたくなる空間の確保や、良好な都市景観の形成のために

必要な道路の無電柱化を推進 
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① 無電柱化推進計画の対象路線 

本市が管理する市道を対象とします。 

② 無電柱化を推進する路線 

本市の無電柱化の推進に関する基本方針を踏まえ、２つの方針に該当する路線を優先的に

無電柱化を推進します。 

【無電柱化を推進する路線】 

【方針１】防災機能の確保 

 第１・２次緊急輸送道路 

 避難所等へのアクセス道路 等 

【方針２】安全・快適な空間の確保 

 本厚木駅・愛甲石田駅周辺道路 

 歩行空間の確保が必要となる道路 

 良好な都市景観の形成が必要な道路 等 

③無電柱化に必要な道路幅員 

無電柱化は、地下空間を占用することから、一定の

道路幅員が必要となります。 

無電柱化整備は、主に電線共同溝が一般的となり、

基本的には歩道下に電線を地中化するものであり、こ

れに伴い、変圧器などの地上機器を歩道内に設置する

ことから、原則として両側に歩道幅員 2.5ｍ以上及び

道路幅員 12ｍ以上の道路を対象として推進します。

（右図参照） 

ただし、歩道が狭い、あるいは歩道の設置がされて

いない道路等でも無電柱化の優先度が高い路線におい

ては、柱状式機器方式や民間の屋根に設ける軒下配

線、裏配線等の手法により無電柱化を推進します。 

【歩道が狭い、あるいは歩道の設置がされていない道路等における無電柱化手法の例】 

柱状式機器方式    軒下配線              裏配線 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典：国土交通省HP） 

（出典：国土交通省HP） 
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④道路の新設・拡幅や面的整備に伴う無電柱化の推進 

新設電柱を増やさないため、あつぎの道づくり計画に位置付けられている各事業をはじ

め、道路の新設・拡幅や歩道整備、再開発事業等のまちづくり事業等が実施される際には、

周辺環境及び地域性などを総合的に判断し、必要に応じて無電柱化を推進します。 

また、大規模な開発事業が実施される際にも、開発者の理解と協力を得て、開発区域内の

無電柱化を推進するとともに、市、電線管理者及び開発事業者等の事業者が連携し、無電柱

化を推進します。 

⑤無電柱化に補助制度の活用 

無電柱化にかかる費用負担は、電

線共同溝方式の場合、電線共同溝本

体（管路、特殊部）の整備費用は建

設負担金を除き、道路管理者（国と

地方公共団体）が負担することとな

るため、国等の補助制度を活用し、

無電柱化の推進を図ります。 

⑥関係機関の適切な連携による無電柱化の推進 

国の無電柱化推進計画を踏まえ、無電柱化の目的に応じた関係機関の適切な連携により無

電柱化の推進を図ります。なお、無電柱化の目的は複合的であるため、以下の役割分担を基

本に手法を選定し、無電柱化を推進します。 

ア) 防災・強靭化目的 

・市街地の緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的とする区間は、占用者が一者で電線共

同溝方式が困難な区間を除き市が主体的に実施します。 

・長期停電や通信障害の防止を目的とする区間、占有者が一者で電線共同溝方式が困難な

区間は電線管理者が主体的に実施します。 

・上記が重複する区間は市、電線管理者が連携して実施します。 

イ) 交通安全、景観形成・観光振興目的 

・安全・円滑な交通確保を目的とする区間、景観形成・観光振興を目的とする区間は市が

主体的に実施します。 

⑦無電柱化に対する市民等の理解の向上 

無電柱化の整備を円滑に推進するためには、対象路線に関わる関係者の理解と協力が不可

欠となります。そのため、無電柱化の重要性に関する市民の理解と関心を深め、無電柱化に

市民の協力が得られるよう無電柱化に関する広報・啓発活動を積極的に行います。  

【無電柱化（電線共同溝方式）の費用負担】 

（出典：国土交通省） 
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３．無電柱化の推進計画（本編 P.11～P.22）                                                             

（１）無電柱化を推進する重点路線の抽出 

無電柱化の推進における基本方針を踏まえ、２つの方針に該当する路線を無電柱化の候補路線として抽出し、そのうち特に整備の優先度の高い路線を「重点路線」として位置付け無電柱化を推進します。 

【無電柱化を推進する重点路線の抽出までの流れ】 

 

  

【国や県の無電柱化取組み姿勢】 

① 新設電柱を増やさない 

（特に緊急輸送道路） 

② 徹底したコスト縮減を推進し、限ら

れた予算で無電柱化 

③ 事業の更なるスピードアップ 

④ 必要性の高い区間から重点的に 

■ 国・神奈川県の無電柱化に対する考え方 

≪防災≫ 

緊急輸送道路や避難

所へのアクセス道路にお

ける被害の拡大防止を図

るために必要な道路の無

電柱化を推進 

≪安全≫ 

歩行者や車椅子使用

者など、誰もが安全で移

動しやすい歩行空間の確

保が求められる道路にお

いて無電柱化を推進 

≪景観≫ 

良好な景観を保全・形成

し、地域の魅力アップや活

性化を図るため、景観形成

が望まれる地域内の道路に

おいて無電柱化を推進 

■ 厚木市の無電柱化の推進における基本方針 

安心・安全・快適なまちづくりを目指し、無電柱化を推進 

 
【方針２】 安全・快適な空間の確保 

駅周辺や人が集まる拠点などを中心に、居心地

が良く歩きたくなる空間の確保や、良好な都市景観

の形成のために必要な道路の無電柱化を推進 

【方針１】 防災空間の確保 

災害時における被害の拡

大防止を図るために必要な

道路の無電柱化を推進 

■ 厚木市の無電柱化の推進における基本方針 

安心・安全・快適なまちづくりを目指し、無電柱化を推進 

  

 

条件１ 第 1次緊急輸送道路に指定されている道路 

条件３ 

条件２ 第２次緊急輸送道路に指定されている道路 

避難所等へのアクセス道路 

 
 
 
 
 

方針１ 防災空間の確保 

方針２ 安全・快適な空間の確保 

整
備
の
優
先
度 

高 

 災害直後から、避難・援助をはじめ、物資供給等の応急活
動のために、緊急車両の通行を確保すべき重要な路線 

 高規格幹線道路、一般国道等で構成する広域的ネットワー
ク等に連絡する路線で緊急輸送の骨格をなす路線 

 第１次緊急輸送道路を補完し、地域間のネットワークを構
成する路線で、市庁舎等に連絡する路線 

<候補路線抽出、条件設定の考え方> 

 あつぎの道づくり計画における道路整備の方針と本計画の方針
が合致することから、あつぎの道づくり計画と連携し無電柱化に

取り組み、「人にやさしい道路空間の形成」の対象路線を抽出 

 広域避難場所や指定避難所の入口が面する路線 

 無電柱化を効率的かつ効果的に図る観点から、再開発事業等の
まちづくり事業が計画又は実施されている地区周辺の道路を抽出 

 厚木市コンパクト・プラス・ネットワーク推進計画における都
市機能誘導区域の考え方と本計画の方針が合致すること

から、都市機能を誘導し、多くの人の利用や滞在が見込ま
れる「都市機能誘導区域内の道路」を抽出 

 市内のすべての市道を対象 

条件１～３のいずれかに該当 

条件１～４の全てに該当 

方針１ 

方針２ 

都市計画道路3・6・1中町北停車場線（0.4km） 

市道Ａ－３５８（0.2km） 

都市計画道路 3・4・7厚木バイパス線 
（市道 1-24 妻田三田幹線／沿道土地利用がされ

ている区間／0.7km） 

<無電柱化の重点路線> 

 方針１および方針２の両方に該当する路線 

 方針１または方針２に該当し、かつ防災的な観

点で緊急性の高い路線 

条件１ 市内のすべての市道 

条件３ 
厚木市コンパクト・プラス・ネットワーク推進計画における

都市機能誘導区域内の道路 

条件４ 

条件２ 

① あつぎの道づくり計画において、「人にやさしい道路

空間の形成」の位置付けのある道路 

② 市が特に整備が必要と考える道路（※） 

(※)本厚木駅・愛甲石田駅周辺道路、公共交通機関の円滑な運行に必要な道路 等 
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【無電柱化の重点路線の位置図】 

 

 

 

  【都市計画道路 3・4・7 厚木バイパス線 

 （市道 1-24 妻田三田幹線）の重点路線区間】 

拡大図 

【市道 A-358】 

【都市計画道路 3・6・1 中町北停車場線】 

■拡大図（本厚木駅周辺） 
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（２）無電柱化の重点路線の整備スケジュール 

無電柱化の優先度の高い「重点路線」においては、今後 11年間に無電柱化を実施することと

し、以下のスケジュールで進めていきます。 

【重点路線の整備スケジュール】 

重点路線 
整備 

延長 

整備スケジュール 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 

都市計画道路 3・

6・1 中町北停車

場線 

0.4km 
           

市道 A-358 0.2km 
           

都市計画道路 3・

4・7 厚木バイパ

ス線（市道 1-24 

妻田三田幹線）の

重点路線区間 

0.7km 

           

 

（３）計画の推進 

本計画を着実に推進していくため、事業の進捗管理を確実に行うとともに、関連事業等との

連携や、国や神奈川県の動向、新技術の開発状況、電線管理者・埋設企業者等との協議状況を

踏まえ、適宜、PDCAサイクルによる本計画の見直しを行っていくとともに、愛甲石田駅周辺

道路の整備についても検討を進めていきます。 

【無電柱化推進計画の見直しのプロセス】 

 

 

 

 

 

 


